
（別紙 A）社会福祉施設等施設整備費補助金における国土強靱化対策について 

 

（１）耐震化整備について 

  ① 新耐震基準施行（昭和 56 年６月１日）以前に建設された障害福祉サービス

事業所等（既に耐震化整備を完了している場合を除く。）の改築、老朽民間

社会福祉施設整備、大規模修繕等 

  ② 新耐震基準施行（昭和 56 年６月１日）（既に耐震化整備を完了している場

合を除く。）以前に建設された障害福祉サービス事業所等（賃貸を含む。）

から、新耐震基準を満たす別の建物への移転等（創設、大規模修繕等） 

③ 新耐震基準施行（昭和 56 年６月１日）以前に建設された障害福祉サービス

事業所等（既に耐震化整備を完了している場合を除く。）の廃止と一体的に

実施される障害福祉サービス事業所等の創設 

なお、新耐震基準施行以前に建築された障害福祉サービス事業所等の廃止

と、新たな障害福祉サービス事業所等の創設が一体的に行われる場合は、同

一敷地内であることを問わない。 

④ 新耐震基準施行（昭和 56 年６月１日）以前に建設された障害者支援施設等  

（既に耐震化整備を完了している場合を除く。）の改築に当たって、障害者

支援施設等の入所定員を削減し、共同生活援助事業所や短期入所事業所の整

備を一体的に行う場合     

※ 耐震化整備における大規模修繕等は、耐震化に資する内容に限る（天井 

等非構造部材の落下防止対策、地震被害の防止・軽減に資する老朽化対策

等）。 

 

（２）ブロック塀等の改修整備について  

  ○ 安全点検の結果、問題があるブロック塀（組積造又はコンクリートブロッ

ク造）の改修 

 

（３）水害対策強化整備について 

  ○ 対象区域（※）に所在する通所系サービスを含む全ての障害福祉サービス

事業所等において行われる水害対策のための施設整備事業であって、大雨等

の災害に備えて、利用者が円滑で安全な避難等を行うために必要な整備。 

   （例） 

  ・ エレベーター未設置の障害福祉サービス事業所等へのエレベーター設置

工事 

  ・ 車椅子での迅速な避難を促進するための、スロープ設置工事 

  ・ 事業所等内の備蓄物資の倉庫や給水装置等の設置 

  ・ 施設の安全な場所に避難するために、利用者や職員が避難できるような

十分なスペース確保のための改修工事 



  ・ 非常用自家発電設備等の電気設備を水害から守るために、事業所等の屋

上等に移設するための工事 

  ・ 事業所等の出入り口からの浸水や土砂流入を防ぐための止水板等の設置

工事 

  ・ 洪水浸水想定区域（水防法第十四条）等危険区域に所在する障害福祉サ

ービス事業所等の安全を確保する観点から、事業所等において水害対策の

ための移転改築整備を図るもの 

※ 水害対策のための施設整備が既に実施されている障害福祉サービス事業

所等においても、利用者の更なる安全確保のために追加で異なる整備を実

施することも可能。 

 

 ※ 対象区域 

・ 建築基準法（昭和 25 年法律 201 号）第 39 条により指定された災害危険

区域に所在する障害福祉サービス事業所等 

・ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第

７条により、都道府県知事が指定した土砂災害警戒区域又は同法第９条

により都道府県知事が指定した土砂災害特別警戒区域内に所在する障害

福祉サービス事業所等 

・ 特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年法律第 77 号）第 56 条により

指定された浸水被害防止区域並びに特定都市河川浸水被害対策法等の一

部を改正する法律（令和３年法律第 31 号）附則第２条により、なお従前

によるとされた都市洪水想定区域及び都市浸水想定区域内に所在する障

害福祉サービス事業所等 

・ 水防法（昭和 24 年法律第 193 号）第 14 条により、都道府県知事が、洪

水浸水想定区域として指定した区域内に所在する障害福祉サービス事業

所等 

・ 水防法第 14 条の２により、都道府県知事又は市町村長が、雨水出水浸

水想定区域として指定した区域内に所在する障害福祉サービス事業所等 

・ 水防法第 14 条の３により、都道府県知事が、高潮浸水想定区域として

指定した区域内に所在する障害福祉サービス事業所等 

・ 津波防災地域づくりに関する法律第 53 条により、都道府県知事が指定

した津波災害警戒区域又は同法第 72 条により都道府県知事が指定した津

波災害特別警戒区域内に所在する障害福祉サービス事業所等 

・ 地すべり等防止法第３条により、主務大臣が指定した地すべり区域又

は地すべり防止区域内に所在する障害福祉サービス事業所等 

・ 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律第３条により、都道府

県知事が指定した急傾斜地崩壊危険区域内に所在する障害福祉サービス

事業所等 



・ その他、水害における被害の発生の危険性が認められ、各自治体の地

域防災計画等により指定されている障害福祉サービス事業所等 

 

（４）非常用自家発電設備の整備について 

「社会福祉施設等施設整備費における大規模修繕等の取扱いについて」（平

成 17 年 10 月５日）１の（２）、（８）③に基づき整備（既存設備の増設・改

造を含む。）を行うものを対象とすることとし、次の①～③に該当し、特に市

町村から福祉避難所の指定を受けているもの、または、事業完了の日までに福

祉避難所の指定を受ける見込みのものを優先的に採択する。 

 

① 一定年数を経過して使用に耐えなくなり、改修が必要となった非常用自家

発電設備の改造工事（燃料貯蔵用のタンクの設置等も含む） 

② 土砂災害等に備えた障害福祉サービス事業所等の一部改修に伴う緊急災害

用の自家発電設備の整備 

③ 太陽光等の再生可能エネルギーによる自家発電設備の導入、電気自動車の

充電スタンド設置等多様なエネルギーを活用した電源確保に伴う整備 

※ 非常用自家発電設備が設置されている場合でも、既存設備において 72 時間

分の電源が確保できない場合は、その設備の改造や、別の自家発電設備の整

備を行うことを可能とする。 

 

非常用設備等の設置場所については、会計検査院が実施した検査の報告書

（令和５年５月）において、一部の施設について「非常用自家発電設備が浸水

高さよりも低い位置に設置されているのに十分な浸水対策が講じられておら

ず、洪水等により浸水が発生した場合に非常用自家発電設備が使用できなくな

るおそれがある状況となっていた」ことを踏まえ、津波や浸水等の水害や土砂

災害等に備え、屋上等に設置する等、災害時に確実な稼働が見込まれるように

すること。 

 

※（参考ＵＲＬ）「防災・減災、国土強靱化のための 3 か年緊急対策に関する 

会計検査の結果について」 

 

https://report.jbaudit.go.jp/org/pdf/050517_zenbun.pdf 


